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承継は、クライアントが軽視しがちな軸であり、両制度が実質面で最も大
きく異なる軸でもあります。スイスの相続法は民法第457条以下に法典化
されており、遺留分の制度があります。2023年1月1日施行の改正以降、直
系卑属は法定相続分の2分の1、生存配偶者は法定相続分の2分の1を遺留分
として有し、父母は遺留分を失いました。スイスに居住する創業者は、子
がいる場合、子が同意する場合や、ほかの資産で子の遺留分を満たせるほ
ど遺産が大きい場合を除き、すべてのトークンを財団に遺贈することはで
きません。1 シンガポールでは、ムスリム以外の者については遺言法
（Wills Act 1838）のもとで遺言の自由が認められ、無遺言相続は無遺言相
続法（Intestate Succession Act 1967）により、遺産の管理は検認・遺産管理
法（Probate and Administration Act 1934）により規律されます。ムスリムの
遺産は、ムスリム法施行法（Administration of Muslim Law Act 1966）とファ
ラーイド（faraid）に従います。2

実務上の問題はいずれの国でも同じです。遺言執行者は、アクセスできな
いものを管理することはできません。いずれの制度にも、被相続人が開
示しなかった鍵を回復する仕組みはありません。そのため、両制度と
も、プランナーに対し遺言とは別に保管する鍵管理プロトコルを用意する
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よう促します。遺言は、シンガポールでは検認によって公開され、スイス
では相続人の前で開封されるからです。また、遺言執行者を認めるカスト
ディアンを利用すること、さらに家族が国際的である場合には、生前に鍵
を保有する信託や財団を利用することも促します。シンガポールは、ライ
センスを受けた信託会社による国内信託を提供しています。スイスには財
団がありますが、財団は狭い範囲を超えて私的な扶養目的に用いることは
できません。スイスはハーグ条約に基づき外国の信託を承認しています
が、連邦参事会が2024年に信託法案を棚上げしたため、国内法上の信託は
ありません。3

問い スイス シンガポール

遺言の自由 遺留分により制限（民法第470条以下）
ムスリム以外の者は完
全。ムスリムはファラー
イド

国内法上の
信託

なし。外国の信託は承認
あり。ライセンスを受け
た信託会社

私的目的の
財団

家族財団は制限あり（民法第335条）。プロ
トコル財団は公益目的

CLGは可能だが課税対
象。信託が好まれる

遺言執行者
による鍵へ
のアクセス

遺言執行者（Willensvollstrecker、民法第517
条）。DEBA第242b条のデータに対する権利
は破産時のみ

検認状に基づく遺言執行
者。取引所に対する裁判
所の命令

夫婦財産
法定の後得財産参加制（民法第196条以下）
がトークンにも及ぶ

女性憲章（Women's
Charter 1961）に基づく夫
婦財産の分割

相続税
州税。ツークとチューリッヒでは配偶者と
直系卑属は非課税

2008年以降なし

国境を越え
る遺産

PILA第86条以下。外国籍者については反致
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問い スイス シンガポール

コモンローの抵触法規
則。トークンの所在地法
には争いあり

チェックリスト
両ハブでデジタルアセットを保有する読者は、年末までに次のことを行う
べきです。- すべてのウォレットと取引所口座を、法域、カストディア
ン、概算価額とともに一覧にする。- どの資産が私的投資で、どの資産が
事業に属するのかを決める。スイスの職業的トレーダーの基準もシンガ
ポールの商取引の徴表も、数年にわたる取引のパターンを見るからで
す。- 各カストディアンの規約に「お客様のために保有する」（スイス）
または「お客様のために信託として保有する」（シンガポール）と記載さ
れていることを確認する。- 鍵管理プロトコルを作成し、遺言とは別に保
管する。- 遺産に遺留分が適用されるか否か、またシンガポールの信託や
スイスの遺言執行者が鍵を保有できるか否かを確認する。- スイスとシン
ガポールのカストディアン間の移転に必要となるトラベルルールのデータ
を整合させる。

注

Art. 470 and 471 CC（2020年12月18日の連邦法（相続法改正）による
改正後のもの、2023年1月1日施行）（AS 2021 312）。第D部第VIII章
参照。 ↩

Wills Act 1838; Intestate Succession Act 1967; Probate and Administration Act
1934; Administration of Muslim Law Act 1966, s. 111 ff. 第J部第VII章参照。
↩

連邦参事会の2023年9月15日付メディアリリース、およびスイス信託
の導入を進めないとする2024年の決定; 家族財団に関する民法第335

1. 

2. 

3. 
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条; Hague Convention on the Law Applicable to Trusts and on their
Recognition（スイスについては2007年7月1日発効）（SR 0.221.371）。
第D部第VIII章および第P部第VIII章参照。 ↩

Disclaimer

This article is provided for general information only. It is based on publicly available sources as at its
date of publication. These sources have not been independently verified against licences, regulatory
registers or the records of the entities concerned. It is not legal, tax, financial or investment advice.
Nor is it a recommendation to invest in, transact with or use the services of any entity mentioned.
Law and regulation change frequently, so the content may be incomplete or outdated. To the fullest
extent permitted by law, Dr Alexander Ressos and the publisher of SingaporeIQ exclude all liability
for loss or damage arising from the use of or reliance on this article. Readers should obtain advice on
their specific circumstances before acting or refraining from action.

Names and trademarks of the entities discussed belong to their owners and are used for identification
only. Their mention implies no endorsement, affiliation or allegation of wrongdoing. All Singapore
law advice is provided by a duly licensed and regulated firm of Singapore advocates and solicitors
only  on  the  basis  of  an  express  written  letter  of  engagement.  Corrections  and  updates:
contact@ressos.com.
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